
80� No.�669/April�2016

1　はじめに

　21 世紀へと時代が変わろうとしていた頃，労
働法学においては様々な理論展開がみられるとこ
ろとなったが，本稿で紹介し検討するヒュー・コ
リンズ（Hugh�Collins）1） の『イギリス雇用法』
は，そうした新たな理論展開を示すもののひとつ
である 2）。本書の原書が出版されたのは 2003 年
であるが，それまでに，コリンズは，本書におい
て展開している労働法理論の構成要素となるもの
を，個別の論文によって示してきていた 3）。その
意味で，本書は，コリンズがそれまでに展開して
きた労働法理論をまとめて示したものといってよ
かろう。本稿は，労働法理論の議論に大きなイン
パクトを与えた原書刊行後，十年余り経過した現
在において，本書に示されているコリンズ労働法
理論の意義について再検討するものである。

2�　本書にみるコリンズ労働法理論

　（1）　「欧州モデル」パラダイム
　コリンズによれば，イギリス労働法においては，
契約の自由を強調し，特別の規制に懐疑的で労働
市場の規制緩和を主張する「自由主義的パラダイ
ム」と，労使の利害対立を前提に，団体交渉や共
同決定を通じて企業や職場における公正の実現を
主張する「労使多元主義パラダイム」という 2 つ
のパラダイムの間で絶えざる鬩ぎ合いの歴史が繰
り返されてきたが，そこには「歴史的な妥協と実
践的な解決」が含まれている（15-23 頁）。
　これらに対して，コリンズは，「社会的包摂

（social�inclusion）」「競争力（competitiveness）」「シ
チズンシップ（citizenship）」という 3 つのテーマ

（柱）から労働法（雇用法）にアプローチをする
「欧州モデル」パラダイムを提唱する。これら 3
つの柱は，「労働は商品ではない」というスロー

ガンに象徴される難問に対する欧州における独自
の対応の核心部分を構成する（29 頁）。
　このコリンズが示した「欧州モデル」パラダイ
ムは，労働者の生活や人権・尊厳の確保と社会的
包摂の実現を市場社会の効率的運営との調和の中
で実現し，それを通じて究極的には労働者の人間
としての回復（「労働は商品ではない」）を図ろう
とするモデルと評しうる 4）。それは，「雇用関係
が，市場取引としてうまく機能すること」と「労働
の商品化という経済的論理から労働者を保護するこ
と」の2つの主要な目的から，雇用法は雇用関係を
規制する，とコリンズが述べているところに表れて
いる（4 頁）。雇用法の取り扱う問題は，分業を通
じての富の生産を促進する一方，市場システムの
論理の行き過ぎにより，人間の尊厳を破壊し，社
会的不正義を引き起こすことを防ぐように生産関
係を方向付けるというより複雑な問題であり（4
頁），この複雑さ故に，コリンズは多元的労働法
規制モデルといえる「欧州モデル」パラダイムを
提唱するのであろう。
　そうした「欧州モデル」パラダイムの 3 つの柱
の第一「社会的包摂」について，コリンズは，雇
用法が，市場社会のもたらす社会的排除，とりわ
け，人々の労働からの排除がもたらす様々な負の
側面を減少させ，あるいは最小化させる機能を果
たすこと，そのために，直接的あるいは間接的に，
労働市場の規模をコントロールし，特定のグルー
プに対する雇用機会の障害を設けない義務を使用
者に課し，仕事を探す義務を市民に課していると
分析し，これらの野心的な課題の達成には，公正
な雇用機会のための制度構造をなす強力かつ広範
な規制が必要であるとする（24-26 頁）。このよう
なコリンズの理解は，人々の労働からの排除がも
たらす様々な負の側面を減少させ，あるいは最小
化させるという意味における「社会的包摂」を，
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差別禁止，解雇規制，職業訓練，ワーク・ライフ・
バランス等の法政策のよるべき基本理念として位
置づけるものといえよう。わが国にも共通する課
題として，議論されるべきであろう 5）。
　第二の競争力について，コリンズは，グローバ
ル化する経済システムの中での企業と国家の経済
競争力の強化は，単なる規制緩和によって実現で
きるものではなく，労働者が事業の経営管理に参
加し，フレキシビリティや協力を求める決定につ
いて発言できる制度によってこそ実現できるので
あり，そのためには，企業組織の統治における「発
言権（voice）」を労働者に与える「パートナー
シップ」制度，すなわち，団体交渉にとどまらず，
対話を通じて協力を確保する制度の構築が求めら
れるとする（26-27 頁）。このような競争力確保の
ために雇用法による規制が必要であるとのコリン
ズのロジックが果たして規制緩和政策を進める国
家の労働法政策に有効な主張となり得るか，その
前提となる労働者の発言権を確保するための制度
化をどのように行うべきか等，疑問がわいてく
る 6）。こうした疑問に答えるものが，第三のシチ
ズンシップであるように思われる。
　第三のシチズンシップについて，コリンズは，
現代のシチズンシップ概念が，伝統的な市民的自
由と結びつくとともに，社会権あるいは個人が幸
福を追求することのできる前提条件を国家が提供
する必要性を承認するものであるとの考えを示
す 7）。そして，2000 年 EU 基本権憲章が，伝統的
な市民的自由と拡張された社会権を組み合わせる
ことを通じて，EU における現代版シチズンシッ
プを表現しているとみる（27-28 頁）。ところで，
前述の雇用法が雇用関係を規制する 2 つの主要な
目的，すなわち，「雇用関係が，市場取引として
うまく機能すること」と「労働の商品化という経
済的論理から労働者を保護すること」は，後者の
目的が達成され，かつ前者の目的も達成されなけ
ればならないという関係にあると考えられるが，
後者の目的を達成するために必要とされるのが上
述のような現代版シチズンシップであろう。この
ように理解すれば，第二の柱についての疑問に答
えるのは，この第三の柱であるシチズンシップと
いうことになろう。そのためもあるのか，後述の

ように，コリンズは，原書第 2 版やその後の論文
で，シチズンシップ論をさらに展開する。
　（2）　コリンズの労働法理論の特徴点
　コリンズ労働法理論の特徴点の第一は，労働法
を「雇用法」として理解しているところである。
コリンズは，その対象の主たる焦点が，労働が履
行される経済的・社会的関係の法的表現である雇
用契約関係であることから，労働法を雇用法とし
て捉える（5 頁）。そして，コリンズは，雇用法の
境界線は不明確であり，雇用法は雇用関係に焦点
をあわせているため，その解説は，一般契約法か
ら，複雑な欧州の制度，人権，競争法にまでいた
るものであり，その対象の範囲と内容は，雇用関
係の法的規制の主眼をどう考えるかにかかってい
るとする（29 頁）。このようなコリンズの雇用法
の理解は，今日における自営的労働者あるいは脆
弱な労働者的自営業者の保護のための法規制を考
える上で，有用な見方であるように思われる。
　コリンズ労働法理論の特徴点の第二は，法のシ
ステム論に依拠した「応答的（reflexive）」法モ
デルに基づき，労働法規制のあり方として，手続
規制論を展開しているところである 8）。コリンズ
は，雇用の法規制は，それが適用される状況の多
様性に対応し，配慮しなければならないという点
で，「応答的」でなければならないとする（32頁）9）。
コリンズは，規制手法として，「交渉を通じた労
使による自律的規制」あるいは「それを誘導する
手続的規制」を重視するが，応答性と法令遵守の
バランスが最もよくとれているのは，強行的規制
と集団的手続によるルールの個別的部分的適用除
外（derogation）の組み合わせなのかもしれない
との考えも示している（51 頁）。
　こうした手続的規制に相応の重要性を付与し，
その中に当事者の応答性（「内省」や「自省」）を
組み込む手法は，それが有効に機能するためには，
自律的規制に対する法規制の程度・内容について
の議論が深められる必要があるものの 10），複雑
多様で個が重視されざるをえないポスト産業主義
時代の雇用関係の規制方法として確かな方向性を
もっていると評価しうる 11）。今日のわが国労働
法においても，過半数組合が存在しない場合に過
半数代表者という個人を derogation の担い手と
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して認める現行制度の見直しが重要な検討課題と
なっている中 12），コリンズの議論はそのための
基礎となる考え方を示すものと位置づけうる。
　コリンズの労働法理論の特徴点の第三は，共生
的（symbiotic）雇用契約モデルという新たな雇用
契約モデルを展開していることである 13）。共生
的契約とは，契約の当事者が同時的にプリンシパ
ル（principal）とエージェント（agent）となって
いる契約関係で，一方当事者（エージェント）が
相手方（プリンシパル）の指示に従い相手方の利
益のために行動し，相手方が（コストを差し引い
た後の）残余の利益を得る，という契約モデルで
ある。この共生的契約モデルを労働者と使用者と
の間の雇用契約関係に当てはめたものが，共生的
雇用契約モデルである 14）。
　本書の雇用契約論は共生的雇用契約モデルを前
提としているが，それは，コリンズの「欧州モデ
ル」パラダイムにおける第二の柱の競争力確保の
ために必要とされる労働者の協力に適合的な契約
モデルであるからであろう。その意味で，それは
マクロ経済政策的な目的との調整原理のひとつの
モデルを提供するものといえよう 15）。ここでは，
規制手法として，法における黙示条項（implied�
terms�in�law）（付随義務に相当する）によるデフォ
ルト・ルールが重視される。例えば，市場の変化
に柔軟に対応することを使用者が労働者に求めう
る代わりに，使用者は必要な教育訓練を労働者に
行い，そのエンプロイアビリティを維持すること
を黙示の義務として負うのである。
　この共生的雇用契約論については，そもそも使
用者と労働者とは互換的・対等な関係にはないの
で，そのような双方向的な利益代表関係の想定は
適切かとの批判が加えられる 16）。しかし，コリ
ンズが，新たな雇用契約モデルとして共生的雇用
契約論を展開するのは，伝統的なコモン・ローの
雇用契約観からの離脱を図る，というイギリスに
固有の背景事情もあるように思われる。ただ，雇
用契約におけるデフォルト・ルールとしていかな
る付随義務を認めるべきかの問題は，今日のわが
国の労働契約論においても共通する課題であり，
コリンズの共生的雇用契約論から何をくみ取るべ
きか改めて検討すべきように思われる。

3　コリンズ労働法理論のその後の展開

　コリンズは，前述のように，本書の刊行後，雇
用法の 3 つの柱のうちシチズンシップについて理
論展開している。コリンズは，今日のシチズンシッ
プの概念は，個人が，私法の中に記述されている
一連の狭い経済的権利と憲法による統治と結びつ
いた第二世代の政治的権利を享受していることだ
けではなく，市民が，社会的，経済的及び文化的
権利として知られている一連の第三世代の権利を
与えられていることも含意していると主張する 17）。
　コリンズは，契約法学者でもあることから，私
法の伝統的な概念の見直しの議論を行う中で，私
法は，他の法分野と同様に，競争的な市場の促進
と弱い立場にある者の保護といった政策目的を追
求することを承認する必要があるとも主張す
る 18）。ここに，コリンズの雇用法の 2 つの目的
と重なるものを見出すことができる。
　コリンズは，さらに，社会権の意義の再定位を
行い，社会権は，第一世代の権利および第二世代
の権利の適用範囲と限界を表すものであり，競合
する諸権利が，広い社会的目的の観点から，どの
ように調整されるべきかについての洗練された現
代的な理解を表すものとの見方を示す19）。そして，
社会権は，法的理由付けにおいて，諸権利への公
益のための制約（public� interest� limitations）とい
う正当な目的を表しているとする 20）。
　こうした私法一般の領域におけるシチズンシッ
プ論の展開を受けて，原書第 2 版では，第Ⅳ部シ
チズンシップに労働権の章（第 11 章）が追加さ
れ，労働権は上述のような調整機能が大きいもの
であるとの考え方が示されている 21）。そのよう
な基本権間の調整の役割を社会権が十分に果たし
うるためには，個々の社会権の規範内容の再構成
が必要となる。わが国においても，そうした議論
を展開すべきときが来ているように思われる 22）。
　コリンズは，また，雇用法の「欧州モデル」パ
ラダイムの正当化のための「労働法の憲法化

（constitutionalization�of�labour�law）」の議論を展開
する 23）。コリンズは，労働法の憲法化という「欧
州モデル」パラダイムの正当性を提示する新しい
社会契約は，EU の基本権憲章等の人民の自由と
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社会的・経済的権利の双方を包含する権利表明の
中にみられ，政府や規制者を拘束する枠組みを設
定すると主張する。その上で，それらの権利が，
ディーセント・ワークや社会的包摂，個人の能力
の向上といった現代の価値を十分に踏まえている
か否か，その内容についてしっかりと批判的検証
をすることにも留意すべきとする。

4　コリンズ労働法理論の今日的意義

　以上にみてきたような本書とそれ以後の理論展
開から，本書に示されているコリンズ労働法理論
の今日的意義についてまとめることで，本稿のむ
すびとしたい。本書刊行後，コリンズがシチズン
シップ論を展開し，憲法化の議論や人権・基本権
論を展開していることの意味を考えると，コリン
ズ労働法理論における「欧州モデル」パラダイム
の中の 3 つの柱のうち，社会的包摂と競争力は，
シチズンシップの保障のための政策目的であると
いう関係にあると理解できよう。換言すれば，労
働者のシチズンシップの保障が，雇用法・労働法
の目的であると理解するのである。本書をこのよ
うに読み直して，コリンズ労働法理論を理解すれ
ば，コリンズのシチズンシップ論の展開は，わが
国労働法における人権・基本権の再構成に当たり
大いに参考になるといえよう。とりわけ，第一世
代，第二世代の権利と第三世代の社会権の融合し
た再構成の可能性を示し，社会権を第一世代の権
利と第二世代の権利の適用範囲と限界を表すもの
と理解するコリンズの見解は，例えば，組合活動
や争議行為の正当性の判断等の使用者の財産権等
の権利との調整を図る場合の新たな考え方等を探
求する上で検討すべきものであるように思われ
る。
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